











　 2 　監獄則並図式（太政官第 378 号）
　 3 　感化法（明治 33 年法律第 37 号）
Ⅳ　旧少年法制定以降
　 1 　旧少年法（大正 11 年法律第 42 号）・
　　　　矯正院法（大正 11 年法律第 43 号）
　 2 　少年教護法（昭和 8 年法律第 55 号）
　 3 　少年法（昭和 23 年法律第 168 号）・





平成 27 年に「公職選挙法等の一部改正」があり，満 18 歳の者に選挙権が与

















（1876 年）4 月 1 日に太政官布告第 41 號で，「自今満弐拾年ヲ以テ丁年ト相
定候」とされ，一応の見解が示された。新政府は，刑事年齢について，慶応
3 年（1867 年）に大政奉還後，刑法施行までは，公事方御定書を中心とする






ム」（明治元年 10 月晦日行政官布告） により，新たな律の布告までは公事方
御定書で仮に統一することを通達し，更に同年 11 月 13 日行政官布告「新律
御布令迄ハ故幕府ヘ御委任之刑律ニ仍リ，其中磔刑ハ君父ヲ弑スル大逆ニ限
 1） 衆議院憲法調査会第 1 回憲法審査会議事録　平成 24 年 2 月 23 日
 2） 法制審議会民法成年年齢部会最終答申　平成 21 年 10 月 28 日

















編纂され，明治 3 年（19870 年）11 月に施行しつつ，刑法典の編纂が企図さ
れ，「新律成功ニ付合六冊進達仕候宜御評議被仰付度奉存候也」として刑部
省から太政官へ明治 3 年 12 月上諭し，「新律綱領」が制定された。刑部省は
新律綱領を暫定的なものと考えており，明治 4 年（1871 年）に改訂作業を
開始し（官制改革により司法省が引継ぐ），明治 5 年に第一，第二次草案を
太政官へ上進した。左院の意向から同年 11 月に第三次草案を再上進した。
これが明治 6 年 5 月上諭の「改定律例」となる。
　これらは，名例律を踏襲しており，年齢による可罰の適否・程度を 70 歳
以上―15 歳以下，80 歳以上―10 歳以下，90 歳以上―7 歳以下基準を
採っている。
　明治 7 年条約改正の動きから，刑法の必要性が論じられ，左院議長伊地知
正治は，明治 7 年（1874 年）年 8 月 14 日に太政大臣三条実美に対し，「新
 5） 内閣書記局編『法規分類大全』第二六　明治 23 年 5 月 12 日内閣記録局編輯 14
頁
 6） 官省布告類纂　明治 8 年 1 月巻 1 治罪法 70 頁
38
ニ議律ノ局」を設け，各国刑法に習熟する者を委員として「完備ノ善律を起
草すべし」と上申している。明治 6 年（1873 年）に，ボワソナード，鶴田









　司法省では明治 9 年 5 月，ボワソナード起草の草案を原案として編纂作業
を開始し，太政官では，明治 10 年 12 月に刑法草案審査局を設置し，そこで
司法省草案の審査作業が開始され，審査は明治 12 年 6 月に終了し，「刑法審
査修正案」（Ⅳ編 430 條）として太政大臣に上申された。
　翌明治 13 年 3 月「刑法審査修正案」は元老院に送られ，同年 4 月 16 日に
審議を終了し，翌日これを上奏した。「元老院修正案」は内閣で承認され，
明治 13 年 7 月 17 日太政官布告第 36 号「刑法（4 編 430 條）」として公布さ
れ，15 年 1 月 1 日から施行された。












　この草案は，明治 12 年 6 月 25 日刑法草案審査緫裁柳原前光提出分により





















 7） 司法省記録文庫第 252 號「日本刑法草案」















　政府内部での改正意見もあり，明治 24 年第 1 回帝国会議に第一次草案が








　次の第二次草案は，明治 34 年（1901 年）2 月第 15 回帝国議会に提出され，




10） 第 1 回帝国会議衆議院本会議議事速記録 51 號 6 頁　明治 24 年 2 月 21 日
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32 年 5 月法典調査会で練り上げたものであった。これも第 10 條まで審議さ
れた段階で議会が停会となり廃案となった11）。
　次いで，政府は，明治 34 年 4 月下旬，第二草案を全国の裁判所，日本弁
護士協会および各地の弁護士会に送付してその意見を徴した。法典調査会
は，その結果および前議会審議の際に出された意見を参考にして，34 年案
に修正を加え改正案を作成した。これが明治 35 年 1 月に開かれた第 16 回帝
国議会に提出された第三次草案である12）。







　明治 36 年の第 17 回帝国議会に第四次草案を再提出したが，これも不成立
に終った。14）その後，司法省は明治 39 年（1906 年）5 月，学者，貴衆両院の
議員及び弁護士 24 名から成る法律取調委員会を組織し，前案を基礎とした
改正案の作成に当たった。法律取調委員会は，審査の結果，12 月 29 日に成
案を得，翌 40 年（1907 年）1 月，第 23 回帝国議会に提出し，貴族院と衆議
院のそれぞれにおいて修正が加えられて両院協議会の議を経て，同年 3 月
23 日議会を通過，4 月 14 日法律第 46 號として公布された。翌 41 年（1908
年）10 月 1 日から施行された現行刑法の誕生である。
11） 第 15 回帝国会議衆議院本会議議事速記録 16 號 27 頁　明治 34 年 3 月 21 日，第
15 回帝国会議衆議院本会議議事速記録 19 號 29 頁　明治 34 年 3 月 24 日
12） 第 16 回帝国会議貴族院本会議議事速記録 5 號 51 頁　明治 35 年 1 月 25 日　司
法大臣淸浦奎吾の趣旨説明
13） 第 16 回帝国会議衆議院刑法改正案特別委員会議議事速記録第 1～2 號　明治 35
年 1 月 28 日～2 月 18 日
























































治 31 年 143 頁～




　最終的に明治 40 年（1907 年）の刑法改正案第一遍緫則第七章犯罪ノ不成























19） 磯村政富編集発行「刑法改正案」東京書院　明治 40 年　9 頁



















21） 泉二新熊著「改正日本刑法論全訂（正十版明治 43 年）」有斐閣書房　229 頁，同
231 頁







  谷田は特別法である「少年法」の早期策定を希望しており，刑法改正で 14 歳未
満の刑事免責は，少年特別法の制定を前提とした処置であるとしている。同書 299
頁
23） 法典調査会刑法聯合会議事速記録 . 第壹卷　日本學術振興會編　各部ノ二五頁






















































年年齢について，地方の慣例で異なり，15 歳から 23 歳までの開差がある中，
「凡ソ十五歳未満ヲ幼年ト称スル事一般ノ通例ナリ」と 15 歳説をとってい
25） 法典調査会刑法聯合会議事速記録 . 第貮卷　日本學術振興會編　各聯六ノ六
26） 鈴木券太郎「日本婚姻法論略」帝國印書會社　明治 20 年　13 頁　
48
る。明治 9 年（1876 年）の太政官布告 41 號は，この慣習を否定し，全国統
一を図った。
　明治 22 年 7 月に民法「財産編，債権擔保及證攄編」（明治 23 年 3 月法律















　明治 4 年（1871 年）囚獄権正小原重哉が，わが国初の行刑法である監獄





27） 実際には，民法は商法その他附属法と合同で修正を行うため明治 29 年 12 月 31
日まで施行を延期することとなった。　







る。）なお，明治 6 年 2 月 7 日の司法省回答（東京府宛て）「子弟ノ不良ニ因
リ徒場入願出ル者取扱方」は，「…裁判所ニ於テ取調ノ上徒場ヘ差送候様被
成度…」と裁判所の判断次第とし，手続の必要性を示している。
　監獄則並図式は，明治 14 年（1881 年）に改正され（太政官達第 81 號），
懲治監は「懲治場」と改称された。懲治場は，幼年者・韻唖者及び尊属の情
願による不良子弟を収容する施設となり，16 歳未満の者と 16 歳以上の者及
び 16 歳以上 20 歳未満で初犯の者と再犯者を区別し，監房を分け，分教主義
を採用した31）。明治 33 年（1900 年）に感化法が制定された後も感化院の設
置が進まず，懲治場での幼年者収容が継続され，明治 35 年には浦和監獄川
越支署に東京近郊の 8 歳以上 16 歳未満の男児幼年囚及び懲治人を収容し，












































33） 第 14 回帝国会議衆議院本会議議事速記録第 30 號　明治 33 年 2 月 19 日　617 頁














　明治 40 年改正刑法（法律第 45 号）により，14 歳未満が刑事責任無能力
とされたこと及び「懲治場」が廃止されたことから，感化法の改正が必要と
なり，14 歳未満の犯罪を為した少年の収容と，懲治場収容対象の者を収容








　明治 41 年 4 月 7 日に感化法一部改正（法律第 3 號）が公布され，少年処
35） 第 14 回帝国会議貴族院本会議議事速記録第 30 號　明治 33 年 2 月 19 日　617 頁
36） 第 24 回帝国会議貴族院感化法中改正法律案特別委員会議議事速記録第 1 號　明
治 41 年 3 月 23 日　1 頁　なお，この時期委員会に提出された政府参考書によると









項「裁判所ノ許可ヲ得テ懲戒場ニ入ルベキ者」は変更なし）。大正 6 年 8 月
18 日の勅令第 108 號「国立感化院令」では，第二絛において「一　満十四
歳以上ニシテ性状特ニ不良ナル者」，「二　前號ニ該當セスト雖内務大臣ニ於
テ入院ノ必要アリト認メタル者」となっている。大正 8 年当時の感化院数
は，国立 1，道府縣立 27，市立 1，私立代用 21，私立非代用 5 の総数 55 施
設で，収容人員は，総数 2,116 人，内在院者 1,567 人，院外者 598 人（重複
あり）であった37）。大正 11 年（1922 年）少年法制定に伴う感化法の改正で
は，第五絛の第四項（「少年審判所ヨリ送致セラレタル者」）が追加された。
　この時期全国の不良少年は，約 20 万人とされる中，感化院の収容規模は，





38） 中村古峡「少年不良化の経路と教育」日本変態心理叢書第 1 編　日本精神医学
会　大正 10 年　184 頁
39） 杉田直樹「優生学講座第三」雄山閣　昭和 7 年　付録 11 頁
  また，大正 12 年に医学博士三宅鑛一，医学博士熊谷直三及び医学博士杉田直樹
による感化院収容児童に関する医学的調査が実施され，当時の収容者年齢は，14
歳が 21.5％，13 歳が 16.1%，12 歳が 15.0％，15 歳が 14.5％であり，収容範囲であ
る 8 歳から 18 歳までの過半数をこの年代層が占めると報告されている。
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Ⅳ　旧少年法制定以降
1　少年法（大正 11 年法律第 42 号）・矯正院法（大正 11 年法律第 43 号）






（1911 年）「刑事訴訟法改正主査委員会」から大正 8 年（1919 年）「法律取調





























　その結果，一次案は，① 14 歳未満（幼年）と 14 歳以上（少年）を区別し，














41） 「少年犯罪ニ関スル法律案特別委員会日誌」第 2 回　大正 2 年 12 月 25 日　日本
立法資料全集 18　信山社出版　平成 5 年　317 頁　
























　なお，この時期（大正 9 年）の全国感化院院長会議（6 月 7～8 日開催）
43） 「不良少年ニ関スル法律案主査委員会」第 2 回会議日誌　大正 3 年 6 月 29 日　
日本立法資料全集 18　信山社出版　平成 5 年　349 頁
44） 第 42 回帝国会議衆議院本会議議事速記録第 8 號　大正 9 年 2 月 5 日　106 頁
45） 第 42 回帝国会議衆議院少年法外一件特別員会議録第 1 囘　大正 9 年 2 月 6 日　
65 頁








る。各感化院長からの質疑は，概ね①法案第 4 条の 1 乃至 5 は無意味，②仮
出獄者を感化院に収容することは不可，③少年裁判所は司法官の審判に付せ
ず行政官による，④法案第 37 条の一時感化院に託すことを削除，⑤矯正院
法案第 1 条の収容年齢 12 歳以上を 14 歳以上に修正，等の意見が提出され
た。また，大阪救済事業研究会は大正 9 年 12 月 11 日大阪府知事公舎で開催
された例会において，「少年法案の撤回を希望する」との決議を行うなど少
年法案矯正院法案に対する感化救済事業家の反対が強固であった。47）
　法案は，第 42 回帝国会議では成立せず，第 45 回帝国会議へ再提出され

















説明し 48），法案は大正 11 年 3 月 20 日貴族院委員会において可決された。
　これに先立ち，大正 8 年 9 月 2 日付けで司法大臣から内務大臣あて「少年
法案ニ対スル意見ニ関スル照会」（刑乙第 2344 號）があり，少年審判所の在
















　2　少年教護法（昭和 8 年法律第 55 号）
　大正 11 年（1922 年）少年法，矯正院法の成立に伴う感化法の改正があり，
第五条の四が新設され，「少年審判所ヨリ送致セラレタル者」が新たな対象
48） 第 45 回帝国会議衆議院少年法外一件特別員会議録第 1 囘　大正 11 年 2 月 15 日　
5 頁
49） 厚生省児童福祉関係綴教護院一般第一冊（昭和 47 年厚生 001105100 マイクロ
テープ）　内務省社会局第二課作成「少年法案二関スル内務省意見」
50） 谷田三郎「少年法に就いて」少年保護事業概説本派本願寺教務部社會課編　大



















少年法ノ領域…即チ 14 歳以上… 14 歳ニナラヌト雖…客観的ニ見テ犯罪デ
アルト云フヤウナコトヲシテ居ル者モ感化院ノ下ニ置イタノデハ十分デナイ
場合モアルデアロウ…両者ノ間ヲ調和スル必要ガアル。ソレハ少年法ノ第




51） 社会事業調査会「感化法改正ニ関スル件」『社会事業調査会報告（第 1 回）』社
会保障研究所編「日本社会保障前史資料第 5 巻」至誠堂　昭和 57 年　975 頁～
52） 第 64 回帝国会議衆議院少年教護法案員会議録第 3 囘　昭和 8 年 2 月 17 日　3 頁　
53） 第 64 回帝国会議衆議院少年教護法案員会議録第 4 囘　昭和 8 年 2 月 20 日　3 頁

























55） 第 64 回帝国会議衆議院少年教護法案員会議録第 5 囘 　昭和 8 年 2 月 22 日 1 頁
56） 第 64 回帝国会議貴族議院六大都市ニ特別市制實施ニ關スル法律案特別委員会議









　なお，民法 822 条 1 項は，「親権を行う者は…これを懲戒場に入れる…」
とし，昭和 23 年の児童福祉法施行まで利用された。昭和 23 年以降は死文化
しており， 民法等の一部を改正する法律（平成 23 年法律第 61 号）により，
懲戒場に関する規定が削除された58）。
　3　少年法（昭和 23 年法律第 168 号）・少年院法（昭和 23 年法律第 169
号）
　戦後，ＧＨＱ（連合国軍最高司令部）のＣＩＥ（民間情報教育部）が，昭
和 20 年 10 月 22 日に「日本教育制度に対する管理政策」を示し，軍国主
57） 56 と同じ　2 頁
58） 少年教護法，児童虐待防止法，母子保護法，救護法等を統合し，昭和 22 年第 1
回国会で成立した児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）は，児童＝ 18 歳までと
しており，それまでの児童関連法が「14 歳未満」としていたのと比較し，大きく







保護したい，そういう意味」で 18 歳としたと答弁している。【第 1 回国会参議院
厚生委員会議録第 22 号　昭和 22 年 10 月 10 日　9 頁】
  また，審議の中で，①少年法と兒童福祉法とは一本にすべき。②少年救護法，






義・国家主義思想の禁止等 4 項目を指示した。59）  この状況下，司法保護法










　昭和 22 年 2 月 9 日にルイス博士から，司法大臣保護課に「少年法改正意
見」が示され61），検察官不関与，少年審判所先議権，16 歳未満の少年への刑
事処分不実施等が求められた。矯正院に関しては，昭和 22 年 5 月 9 日「第
二改正草案」から同年 12 月 15 日「第五改正草案」まで修正した。翌 2 月
20 日にＧＨＱ公安課から，①処遇内容の整備 ②移送と特別処遇 ③収容継続
の法務総裁の承認 ④収容継続申請は送致元裁判所へ行う等の補正を求めら
れ，少年矯正局立法部は，同 4 月 30 日「矯正院法改正草案」を提出した62）
（この間の交渉経緯については，資料はなく，国会審議も速記停止である）。
　少年法案は，昭和 22 年 5 月 13 日官房保護課からルイス博士へ「少年法の
改正草案に対するルイス博士の提案についての意見」を提出し，反論を試み
ている。その趣旨は，送検事件は，重大犯罪に限定し，刑罰を優先させるも
59） 昭和 20 年 10 月 22 日「聯合國最高司令部ヨリ終戦連絡中央事務局経由日本帝国
政府ニ対スル覚書」中央教育審議会第 17 回特別委員会配布資料（昭和 37 年 10 月）
参照
60） 法務省刑事局「少年法及び少年院法の制定関係資料集」少年法改正資料第 1 号　
昭和 45 年　14 頁
61） 60 同　34 頁
62） 60 同　171 頁
62
のではない。刑訴法第 278 条による控訴権が執行できず検察庁の職責が果た
せない。16 歳未満に刑事処分を認めないことは，刑事責任年齢を 14 歳に定





　ルイス博士からは，12 月 15 日に保護課あて「少年裁判所に関する未完成




権を認める等であった。これに対し，ルイス博士は，同 2 月 6 日に「少年裁





いて，地方裁判所に移送できる等へ変更するよう伝えてきた。同年 4 月 5 日
少年矯正局立法部は，「示唆案」に基づいた「少年裁判所法第一次案」を，
同 5 月 5 日に「少年裁判所法第二次案」を提出し，ＧＨＱ法務部モエラーの
承認を得た。承認案は「①少年裁判所の権限は，a 少年の保護処分事件 ｂ 
成人の刑事事件中，未成年者喫煙防止法，未成年者飲酒防止法違反等事件 
ｃ 他の法律で少年裁判所の権限とされた事項とする。②少年は 20 歳に満た
ない者　③一人制審判　④死刑又は禁錮にあたる罪を犯した 16 歳以上の少
63） 60 同 36 頁～
64） 60 同 41 頁～　官房保護課と刑事局の協議の上，回答された。
近代少年法制における未成年年齢（鷲野）　63
年を検察官送致する。」というものである65）。




















　第 2 回国会参議院司法委員会（昭和 23 年 6 月 25 日）では，泉芳政専門調
査員の逐条説明では，「年齢 18 歳未満の者は少年法の適用を受け…年齢の最
低現を 18 歳と限り，又年の上の者も 26 歳未満ということに限定して，…
65） 60 同 98 頁～
66） 第 90 囘帝國議会衆議院議事速記録第 55 號　893 頁
67） 第 1 回国会衆議院司法委員会議録第 11 号　昭和 22 年 8 月 2 日　123 頁
68） 第 1 回国会衆議院司法委員会議録第 63 号　昭和 22 年 11 月 27 日　520 頁
69） 第 1 回国会参議院司法委員会議録第 46 号　昭和 22 年 12 月 5 日　1 頁
64




和 22 年 12 月 12 日法律第 164 号）の審議過程（第 1 回国会参議院厚生委員





















70） 第 2 回国会参議院司法委員会議録第 47 号　昭和 23 年 6 月 25 日　1 頁


















ついては，原則厚生省との見解を示し74） ， 厚生委員会を説得し，7 月 3 日の







72） 第 2 回国会参議院司法委員会議録第 47 号　昭和 23 年 6 月 25 日　5-6 頁
73） 第 2 回国会衆議院司法委員会議録第 47 号　昭和 23 年 7 月 1 日　1-2 頁
74） 第 2 回国会参議院司法・厚生連合委員会議録第 1 号　昭和 23 年 7 月 1 日　8 頁
75） 第 2 回国会衆議院本会議録第 77 号　昭和 23 年 7 月 3 日　98 頁
66
て可決され，本会議報告がなされた。その後，7 月 5 日の衆議院法会議で可
決，昭和 24 年 1 月 1 日施行となった。







































　昭和 24 年以降では，先ず昭和 25 年 12 月 4 日付けで法務総裁大橋武夫か
ら最高裁長官田中耕太郎に対して，「18 歳以上の少年に関しては，公訴提起
する場合に限り，事件を家裁に送致しないよう法第 68 条を改正したい。」旨
の書簡を送っている。また，昭和 26 年 2 月には，法務府は検察官先議の少
年法改正草案を作成している。その後，昭和 41 年 5 月に「少年法改正に関
する構想（一）（二）」が発表され，18 歳未満を少年，18 歳以上 23 歳未満を
青年，23 歳以上を成人とする構想（青少年法構想）と，18 歳未満を少年，
18 歳以上 20 歳未満を青年，20 歳以上を成人とする構想の 2 案を明らかにし




76） 第 2 回国会参議院司法委員会議録第 47 号　昭和 23 年 6 月 25 日　5 頁
77） 法務省「少年法改正に関する構想説明書」（昭和 41 年 5 月 23 日）
78） 法務省「少年法改正要綱」（昭和 45 年 6 月）
68
つつも，法令毎その基準年齢は多岐にわたる。福祉法分野では，救護法，母
子健康法が 13 歳未満を対象とし，少年教護法は 14 歳未満としている。労働
法分野の工場法は，16 歳未満，工場労働者最低年齢法では 14 歳未満とする
が，海上ニ使用セラルル児童及年少者ノ強制体格検査ニ関スル条約では 18
歳未満である。
　刑事法では，刑法が刑事責任年齢を 14 歳とし，少年法は 18 未満，矯正院














10 歳から 15 歳になり「漸分カレ來リ」，20 歳に至り「全ク定マル」と考え
られている80）。14・15 歳を賢愚の境目としており，各法令もこの辺りを基準
値に置いているものが多い。また。明治期の教育界では，児童期を男子は 7
歳から 16 歳，女子を 7 歳から 14 歳としており，児童期には，記憶と想像力
が発達するが，思考力は弱いとしている。少年期は男子 24 歳まで，女子 21
79） 服部北溟「愛の法律少年審判法」二松堂書店　大正 12 年　93 頁
















81） 三輪田元道 , 原田長松「応用教育学 : 女子教科」成文社　明治 35 年　103 頁
